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第 ８ 期 定 時 株 主 総 会

招 集 ご 通 知
日　時 平成29年６月28日（水曜日）

午前10時　開会
（午前９時　受付開始）

場　所 東京都千代田区神田須田町一丁目25番
ＪＲ神田万世橋ビル４階　ステーションコンファレンス万世橋

決議事項
第１号議案　 剰余金処分の件
第２号議案　 取締役７名選任の件
第３号議案　 監査役１名選任の件
第４号議案　 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

証券コード1938

表紙
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(証券コード　1938)
平成　29　年　６　月　６　日

株 主 各 位
東京都千代田区神田錦町一丁目６番地

日本リーテック株式会社
代表取締役社長 田 邊 　 昭 治

第８期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第８期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいま
すようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、平成29年６月27日（火曜日）午後６時までに到着するようご返送いただきたくお願い申
しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年６月28日（水曜日）午前10時
（受付開始時刻は、午前９時となります。）

２．場 所 東京都千代田区神田須田町一丁目25番
ＪＲ神田万世橋ビル４階　ステーションコンファレンス万世橋

（会場が前回と異なっておりますので、末尾の「会場のご案内」をご参照いただ
き、お間違えのないようご注意ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第８期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第８期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。また、資源節約のため、この「招集ご通知」をお持ちくださいますようお願い申
しあげます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.j-rietec.co.jp）に掲載させていただきま
す。
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（添付書類）
事　 業　 報　 告
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項
１．当連結会計年度の事業の状況

⑴　事業の経過及び成果
　当連結会計年度におけるわが国経済は、中国をはじめとした新興国経済の弱含みや円高基調
等により、停滞感を含んだスタートとなりました。しかしながら年度後半には、政府や日銀の
各種政策効果や米国大統領選挙の結果等を受けて、為替相場や金融市場が回復してきたことか
ら、業種間格差は見られるものの、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。
　建設業界におきましては、公共設備投資は補正予算措置が講じられ、公共事業関係費が前年
度を上回る結果となり、民間設備投資は企業の慎重姿勢から、その伸び率は鈍化傾向にあるも
のの、総じて底堅い動きとなりましたが、建設コストの高止まり傾向等により、引き続き受注・
収益確保の面では厳しい環境が続きました。
　このような状況の中、当社グループは2016年度を初年度とする中期経営計画『Next Stage 
2018』(2016～2018)をスタートさせ、引き続き経営の合理化・効率化を推進し、経営資源を
最大限に活かして、より一層の収益力向上を推し進めてまいりました。
　その結果、当連結会計年度の業績につきましては、積極的な営業活動を展開し、受注の獲得
に努め、安全を第一として、卓越した技術と誠実で高品質な施工により、売上高は546億１百
万円（前期は526億３千９百万円、前期比3.7％増）となりました。
　利益につきましては、経営の効率化を推進し、収益の向上に努めた結果、営業損益は45億５
千１百万円の営業利益（前期は41億２千９百万円の営業利益）、経常損益は51億３千５百万円
の経常利益（前期は46億５百万円の経常利益）、親会社株主に帰属する当期純損益は35億８千
４百万円の当期純利益（前期は28億６千万円の当期純利益）となりました。

　事業の種類別セグメントの連結業績は次のとおりであります。

（電気設備工事業）
　電気設備工事業につきましては、受注工事高は524億１千１百万円（前期は526億９千３百万
円、前期比0.5％減）、完成工事高は509億２千９百万円（前期は492億３百万円、前期比3.5％
増）、営業利益は63億１百万円（前期は58億３千５百万円の営業利益）となりました。各部門の
状況は次のとおりでありますが、前期から大幅な増減が見られるものは、いずれも大型プロジェ
クト工事の受注・完成が、前期あるいは当期に計上されたことによるものが主要因となっており
ます。また平成28年7月1日の組織改正に伴い、「送電線部門」に含まれていた一部業務を「鉄道
電気設備部門」に、「道路設備部門」に含まれていた一部業務を「屋内外電気設備部門」に変更
したことから、前期各数値の組み替えを行っております。

－ 3 －
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［鉄道電気設備部門］
　鉄道電気設備工事につきましては、東日本旅客鉄道株式会社の安全・安定輸送に伴う設備更
新工事等により、受注工事高は299億８千６百万円（前期は354億８千９百万円、前期比15.5％
減）、完成工事高は314億５千５百万円（前期は315億７千９百万円、前期比0.4％減）となり
ました。
　(注)　鉄道電気設備工事とは、ＪＲ各社及び独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構等の信号保安

設備、電車線路設備、発変電設備、電灯電力設備、電気通信設備、送電線路設備等の工事をいいま
す。

［道路設備部門］
　道路設備工事につきましては、高速道路会社各社の標識工事、電気通信工事、警視庁及び各
警察本部の交通信号機工事等により、受注工事高は83億５千８百万円（前期は88億３千９百万
円、前期比5.4％減）、完成工事高は96億４百万円（前期は74億２千８百万円、前期比29.3％
増）となりました。
（注）道路設備工事とは、高速道路会社各社及び各都道府県警察等の道路標識、道路標示、交通信号機、

道路情報制御システム、遮音壁等の交通安全付帯設備の設計、施工、メンテナンス等の工事をいい
ます。

［屋内外電気設備部門］
　屋内外電気設備工事につきましては、官公庁施設・商業施設・銀行関連施設等の電気設備新
設・改修工事、民間事業者による太陽光発電設備工事等により、受注工事高は48億２千３百万
円（前期は37億８千２百万円、前期比27.5％増）、完成工事高は47億８千７百万円（前期は
62億７千５百万円、前期比23.7％減）となりました。
（注）屋内外電気設備工事とは、受変電設備、自家発電設備、動力設備、電灯設備、電話設備、LAN等

情報関連設備、自動火災報知設備、その他通信関連設備等建築物に施設される屋内電気設備と、太
陽光発電、光通信ケーブル布設、屋外施設照明、テレビ電波障害対策等の屋外電気設備に関し、企
画、設計から施工、メンテナンスまでの工事をいいます。

［送電線部門］
　送電線工事につきましては、電力会社各社の架空送電線路工事、通信事業会社各社の情報通
信工事等となりますが、受注工事高は、各電力会社の老朽設備取替や日本の東西で電力を融通
するための連携線新設等のプロジェクト工事により、92億４千３百万円（前期は45億８千１百
万円、前期比101.8％増）、完成工事高は50億８千２百万円（前期は39億２千１百万円、前期
比29.6％増）となりました。
（注）送電線工事とは、電力会社各社、電源開発株式会社等の送電線路、電気通信設備の工事をいいま

す。
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（兼業事業）
　兼業事業につきましては、主に道路標識、交通安全用品の販売等により、売上高は32億７千１
百万円（前期は31億４千３百万円、前期比4.1％増）、営業利益は３億５千９百万円（前期は３
億４百万円の営業利益）となりました。
（不動産賃貸事業）
　不動産賃貸事業につきましては、主にオフィスビルの賃貸等により、売上高は４億円（前期は
２億９千２百万円、前期比36.7％増）、営業利益は１億６千１百万円（前期は６千９百万円の営
業利益）となりました。なお売上高の増加は、当社が区分所有するオフィスビルの本格稼働に伴
うものであります。

⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資額は７億２千３百万円であり、その主なものは旧新潟支店
建物の賃貸住宅用リノベーション、グループ会社賃貸物件用地の取得及びリース資産（工事用
車両等）の取得であります。

⑶　資金調達の状況
　当連結会計年度において、増資等による資金調達は行っておりません。

－ 5 －
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２．直前３事業年度の財産及び損益の状況
⑴　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 5 期
（平成26年３月期）

第 6 期
（平成27年３月期）

第 7 期
（平成28年３月期）

第 8 期
(当連結会計年度)

（平成29年３月期）

受 注 工 事 高(百 万 円 ) 49,515 48,883 52,693 52,411
売 上 高(百 万 円 ) 54,989 49,664 52,639 54,601
経 常 利 益(百 万 円 ) 5,617 4,129 4,605 5,135
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益(百 万 円 ) 3,996 3,135 2,860 3,584
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 157円00銭 123円51銭 113円71銭 142円53銭
総 資 産(百 万 円 ) 59,055 60,330 64,415 67,781
純 資 産(百 万 円 ) 33,125 36,451 39,192 42,681
１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,301円33銭 1,449円14銭 1,558円25銭 1,696円96銭

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づき算定
　　　し、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数から期末自己株式数を控除した株式数に基づき算定してお
　　　ります。

⑵　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 5 期
（平成26年３月期）

第 6 期
（平成27年３月期）

第 7 期
（平成28年３月期）

第 8 期
(当事業年度)
（平成29年３月期）

受 注 工 事 高(百 万 円 ) 46,573 45,708 49,992 48,946
売 上 高(百 万 円 ) 49,536 44,163 47,432 48,873
経 常 利 益(百 万 円 ) 4,457 3,096 3,707 3,986
当 期 純 利 益(百 万 円 ) 3,040 2,307 2,433 2,657
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 119円46銭 90円89銭 96円75銭 105円66銭
総 資 産(百 万 円 ) 50,126 50,462 54,357 56,508
純 資 産(百 万 円 ) 25,942 28,507 30,753 33,193
１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,019円14銭 1,133円35銭 1,222円71銭 1,319円72銭

（注）１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数から期中平均自己株式数を控除した株式数に基づき算定
　　　し、１株当たり純資産額は期末発行済株式総数から期末自己株式数を控除した株式数に基づき算定してお
　　　ります。
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３．重要な親会社及び子会社の状況
⑴　親会社の状況

　該当事項はありません。

⑵　子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

株 式 会 社 保 安 サ プ ラ イ 60 100 鉄道標識及び道路標識の製造販売

株 式 会 社
シ ー デ ィ ー サ ー ビ ス 30 100 建物及び電気設備の保守管理、機器工

具類の保管・販売

株 式 会 社 保 工 北 海 道 20 100 北海道地区における交通信号機、道路
標識、道路標示の設計・施工

株 式 会 社 保 工 東 北 20 100 東北地区における交通信号機、道路標
識の設計・施工

Ｎ Ｒ 電 車 線 テ ク ノ
株 式 会 社 10 100 電気工事（主に電車線工事）の請負及

び監理

交 通 安 全 施 設 株 式 会 社 20 100 関東地区における交通信号機、道路標
識の設計・施工

ＮＲシェアードサービス
株 式 会 社 20 100 総務、会計・経理及び人事、労務管理

に関する業務の代行等
（注）非連結子会社であった交通安全施設株式会社は、重要性が増したため、当事業年度より連結の範囲に含め
　　　ております。なお平成28年12月22日付で、当社は同社株式を追加取得し、完全子会社といたしました。

４．対処すべき課題
　今後の日本経済につきましては、堅調な企業収益や雇用・所得情勢の改善を反映して、ようや
く踊り場局面を脱しつつあり、引き続き景気は緩やかながらも回復傾向に向かうものと想定され
ております。しかしながら、海外では米国新政権の動向、英国のＥＵ離脱、中東や朝鮮半島をめ
ぐる緊張状態、テロ行為による社会不安、国内では個人消費の伸び悩み、労働力不足、働き方改
革の行方等、景気や環境を一変させる不安材料が数多く存在し、先行き不透明感を払拭して力強
さを伴う回復を実感するには今しばらく掛かるものと思われます。
　建設業界におきましては、公共設備投資、民間設備投資ともに底堅い動きとなっており、加え
て東日本大震災・熊本地震の復興や2020年東京オリンピック・パラリンピック開催に向けた工事
が本格化するなど、受注環境は持ち直しに向けた動きが期待される一方、技能労働者の不足は一
層深刻化しており、労務費・資機材価格の更なる高騰も懸念されるなど、厳しい経営環境が続く
ものと思われます。

－ 7 －
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　このような状況の中、当社グループは中期経営計画『Next Stage 2018』の２年目として、引
き続き計画達成に向けた４つの戦略課題を着実に推し進めるとともに、鉄道電気設備工事を中心
とした社会インフラ整備の一翼を担うため、東日本旅客鉄道株式会社をはじめとするお得意先様
に安心してご発注いただけるよう、安全を最優先とした誠実・丁寧な工事施工、プライドを持っ
た施工品質確保に努めてまいります。また、「人材なくして会社の成長はない」との認識のもと、
人材確保・育成の積極的な対応を進めるとともに、引き続き経営の合理化・効率化を推進し、経
営資源を最大限に活かして、より一層の収益力向上に努めてまいります。

 経営の基本方針
　当社グループは、鉄道専門技術の特性を活かした総合電気工事会社として、安全を第一に、品
　質の向上と技術の研鑽に努め、変革に挑み続けます。そして、卓越した技術と誠実な施工によ
　り、お客様から信頼され、お客様とともに成長し、広く社会基盤の構築に貢献致します。

　[安全]
　 安全は経営の根幹である。労働災害及び重大事故ゼロを目指して、役員、社員一人ひとりが
　 自らの職責を全うして安全を築き上げます。

　[意識改革で会社の発展]
　 役員、社員一人ひとりが、常にチャレンジ精神で自ら考え行動することにより、競争力と収
　 益力に優れた企業として、持続的に成長し企業価値の向上を目指します。

　[社員の働きがい]
　 役員、社員一人ひとりが、仕事に誇りを持って自らの成長に努め、社会への貢献を通じて、仕
　 事と生活の調和のとれた働きがいのある職場を実現します。

５．主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
　当社グループは建設業法により、特定建設業者及び一般建設業者として国土交通大臣の許可を
受け、鉄道電気設備工事、道路設備工事、屋内外電気設備工事、送電線工事等の工事請負及びこ
れに附帯する事業を行うほか、標識類の販売及び不動産の賃貸を行っております。

－ 8 －

対処すべき課題、主要な事業内容
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６．主要な事業所（平成29年３月31日現在）
⑴　当社の主要な事業所
①　本店 東京都千代田区神田錦町一丁目６番地
②　本部・支店
名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

【本　部】 【支　店】
鉄 道 本 部 東 京 都 千 代 田 区 東 北 支 店 仙 台 市 宮 城 野 区
社 会 イ ン フ ラ 本 部 東 京 都 千 代 田 区 新 潟 支 店 新 潟 市 江 南 区
電 力 シ ス テ ム 本 部 東 京 都 千 代 田 区 中 央 支 店 千 葉 県 松 戸 市

横 浜 支 店 横 浜 市 磯 子 区
千 葉 支 店 千 葉 市 中 央 区
高 崎 支 店 群 馬 県 高 崎 市
道 路 設 備 支 店 東 京 都 品 川 区
交 通 シ ス テ ム 支 店 東 京 都 江 戸 川 区
ビ ル イ ン フ ラ 支 店 東 京 都 荒 川 区
関 西 支 店 大 阪 市 北 区
中 国 支 店 広 島 市 東 区

（注）１．当社の施工体制は鉄道本部、社会インフラ本部、電力システム本部の３本部にて構成されており、地
方営業拠点につきましては各本部の管轄下に置いております。

２．平成29年７月１日付で組織改正を予定しております。
・東北支店を再編して仙台支店と盛岡支店を設置いたします。
・関西エリアにおける鉄道電気設備部門、道路設備部門、送電線部門の組織を統合し、関西統括支店

を設置いたします。

⑵　子会社
会　社　名 所　在　地

株式会社保安サプライ 東京都中央区日本橋本石町三丁目２番４号
株式会社シーディーサービス 東京都台東区下谷一丁目13番地６号
株式会社保工北海道 北海道札幌市中央区北一条東十四丁目１番地12
株式会社保工東北 宮城県仙台市宮城野区岩切分台一丁目８番地の８
ＮＲ電車線テクノ株式会社 東京都荒川区西尾久四丁目14番６号
交通安全施設株式会社 東京都品川区大崎三丁目６番21号
ＮＲシェアードサービス株式会社 東京都千代田区神田錦町一丁目16番１号

－ 9 －

主要な事業所
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７．従業員の状況（平成29年３月31日現在）
⑴　企業集団の従業員の状況
区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

男 性 1,290名 48名増

女 性 134名 6名増

合 計 1,424名 54名増

（注）従業員数には、当社グループ外からの出向者59名及び臨時従業員101名を含み、当社グループ外への出向
者27名は含んでおりません。

⑵　当社の従業員の状況
区 分 従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
男 性 1,027名 29名増 41.1歳 14.1年

女 性 71名 2名増 43.6歳 11.9年

合 計 1,098名 31名増 41.3歳 13.9年

（注）従業員数には、社外からの出向者76名及び臨時従業員70名を含み、社外への出向者48名は含んでおりま
せん。

８．主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）
　借入金の金額に重要性がないため、記載を省略しております。

９．その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。

－ 10 －

従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項



2017/05/29 9:13:19 / 16267843_日本リーテック株式会社_招集通知（Ｃ）

Ⅱ．会社の現況
１．株式の状況（平成29年３月31日現在）

⑴　発行可能株式総数 50,000,000株

⑵　発行済株式の総数 25,617,717株（自己株式465,933株を含む）

⑶　株　主　数 1,965名

⑷　大　株　主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％
東 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 4,319 17.2
日 本 リ ー テ ッ ク 従 業 員 持 株 会 1,471 5.9

日 本 リ ー テ ッ ク 取 引 先 持 株 会 1,374 5.5

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND 1,255 5.0

住 友 電 気 工 業 株 式 会 社 1,056 4.2

日 本 電 設 工 業 株 式 会 社 1,045 4.2

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,009 4.0

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 987 3.9
BBH FOR FIDELITY PURITAN TR : FIDELITY
S R  I N T R I N S I C  O P P O R T U N I T I E S  F U N D 800 3.2

ト ー グ 安 全 工 業 株 式 会 社 649 2.6

（注）持株比率は自己株式(465,933株)を控除して計算しております。

⑸　その他株式に関する重要な事項
当社は、平成28年２月10日開催の取締役会決議に基づき、株式の流動性を高め、投資家層の
拡大を図るとともに、全国証券取引所が公表した「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣
旨に鑑み、平成28年４月１日付で、単元株式数を1,000株から100株に変更しております。

２．新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

－ 11 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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３．会社役員の状況
⑴　取締役及び監査役の状況（平成29年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 た
田

なべ
邊

しょう
昭

じ
治

常 務 取 締 役 ぬま
沼

ざき
崎

りょう
良

へい
平

総務部・人事部・財務部管掌、コンプライアンス担当
ＮＲシェアードサービス株式会社　代表取締役社長
大同信号株式会社　社外監査役

常 務 取 締 役 てら
寺

むら
村

あき
明

お
夫

経営企画部管掌、資材部担当
株式会社シーディーサービス　代表取締役社長

取 締 役 さ
佐

とう
藤

 
　

いさお
勲

鉄道本部長、安全推進部担当
東日本旅客鉄道株式会社　鉄道事業本部　電気ネットワーク部付勤務
東日本電気エンジニアリング株式会社　社外取締役

取 締 役 さい
斉

とう
藤

 
　

すすむ
晋 東日本旅客鉄道株式会社　鉄道事業本部　電気ネットワーク部次長

取 締 役 きた
北

はら
原

ゆう
雄

じ
二 弁護士

常 勤 監 査 役 ひら
平

い
井

けん
憲

じ
司

監 査 役 た
田

なか
中

 
　

みのる
稔

監 査 役 おか
岡

だ
田

せい
正

い
意

（注）１．取締役斉藤晋氏及び取締役北原雄二氏は、社外取締役であります。
２．監査役田中稔氏及び監査役岡田正意氏は、社外監査役であります。
３．当社は、取締役北原雄二氏及び監査役岡田正意氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員

として指定し、同取引所に届け出ております。
４．常勤監査役平井憲司氏は、長年にわたり当社の執行役員として財務部門を担当していた経験があり、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
５．監査役岡田正意氏は、長年にわたり金融機関での業務経験があり、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有するものであります。
６．平成28年６月28日開催の第７期定時株主総会終結の時をもって、監査役貝山直行氏及び監査役北原雄

二氏は任期満了にて退任いたしました。なお北原雄二氏は同総会にて取締役に就任しております。
７．常務取締役沼崎良平氏は、平成28年７月１日付の当社組織改正に伴い、経営管理本部長から総務部・

人事部・財務部管掌となりました。
８．常務取締役寺村明夫氏は、平成28年６月９日付で株式会社シーディーサービスの代表取締役社長に就

任いたしました。また同氏は平成28年７月１日付の当社組織改正に伴い、経営企画本部長から経営企
画部管掌となると同時に、電力システム本部長を退任いたしました。

－ 12 －

会社役員の状況
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９．当社では、監督と執行の分離を図るため、平成21年４月１日より執行役員制度を導入しております。
平成29年７月１日現在(予定)の執行役員及び担当業務は次のとおりであります。

常務執行役員
執 行 役 員

西 　　量生
佐藤 　　康

（社会インフラ本部長）
（鉄道本部仙台支店長）

執 行 役 員 鴇 　　賢一 （鉄道本部中央支店副支店長）
執 行 役 員
執 行 役 員

薄井 　利夫
地家 　龍一

（鉄道本部中央支店副支店長）
（鉄道本部中央支店副支店長）

執 行 役 員 石田 　辰男 （社会インフラ本部副本部長）
執 行 役 員 真鍋 　正臣 （社会インフラ本部副本部長）

⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく社外取
締役及び社外監査役の損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項が定める額としてお
ります。

⑶　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

６名
（２名）

118,208千円
（8,365千円）

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

５名
（３名）

22,252千円
（10,335千円）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

１１名
（５名）

140,460千円
（18,700千円）

(注)１．上記には､当事業年度中に退任した監査役２名（うち社外監査役１名）に対する支給等の額及び員数が
　　　　含まれております。

２．平成28年６月28日開催の第７期定時株主総会終結の時をもって監査役を退任し取締役に就任した北
原雄二氏については、取締役在任期間分は取締役に、監査役在任期間分は監査役に、それぞれ区分し
て上記の総額と員数に含めております。

３．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
４．取締役の報酬限度額は、平成21年１月23日開催の臨時株主総会において年額３億円以内（うち社外取

締役の報酬額は年額１千万円以内とし、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。
５．監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の定時株主総会において年額６千万円以内と決議いた

だいております。
６．取締役報酬等の支給額には､当事業年度中に役員賞与引当金として費用計上した33,150千円(うち社

外取締役3,250千円)及び当事業年度中に退職慰労引当金として費用計上した10,924千円（うち社外取
締役315千円）を含んでおります。

－ 13 －

会社役員の状況
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７．監査役報酬等の支給額には、当事業年度中に退職慰労引当金として費用計上した2,152千円（うち社
外監査役735千円）を含んでおります。

８．上記のほか、平成28年６月28日開催の定時株主総会決議に基づき、役員退職慰労金を次のとおり支給
しております。

退任監査役　　２名　8,280千円

⑷　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　取締役斉藤晋氏は、当社の主要な取引先である東日本旅客鉄道株式会社の鉄道事業本部電
気ネットワーク部次長を兼務しております。東日本旅客鉄道株式会社は、当社と電気設備工
事の施工の取引関係があり、当社の大株主となっております。

②　当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 活　動　状　況

取 締 役 さい
斉

とう
藤

 
　

すすむ
晋

当事業年度に開催された取締役会に11回中11回出席し、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・
提言を行っております。

取 締 役 きた
北

はら
原

ゆう
雄

じ
二

当事業年度において、平成28年６月28日に取締役に就任以
降、当事業年度に開催された取締役会に８回中８回出席し、
主に弁護士として豊富な知識・経験から助言・提言を行って
おります。なお、平成28年６月28日に監査役を退任するま
でに開催された取締役会に３回中３回、監査役会に４回中４
回、監査役として出席いたしました。

監 査 役 た
田

なか
中

 
　

みのる
稔

当事業年度に開催された取締役会に11回中11回、監査役会
に13回中13回出席し、これまで培われた豊富な経験と高い
見識に基づき発言を行っております。

監 査 役 おか
岡

だ
田

せい
正

い
意

当事業年度において、平成28年６月28日就任以降に開催さ
れた取締役会に８回中８回、監査役会に９回中９回出席し、
長年にわたる財務・経理業務及び他社での経営に携わった経
験・知見に基づき発言を行っております。

－ 14 －

会社役員の状況
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４．会計監査人の状況
⑴　名　　　称　　　　　　　有限責任あずさ監査法人

⑵　報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る報酬等の額 43百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 43百万円
(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

　査の監査報酬等の額を明確には区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に
　係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　　２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ､　
　監査項目別監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当事
　業年度の監査時間及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第
　399条第１項の同意を行っております。

⑶　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め
られる場合は、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任いたします。この場
合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を
解任した旨及びその理由を報告いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
⑴　業務の適正を確保するための体制

　当社は、平成29年４月27日開催の取締役会において、当事業年度中の有効性について審議
し、現在有効となる内部統制システム構築の基本方針を以下の内容で決議しております。

【内部統制システム構築の基本方針】
①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・　日本リーテックグループは、コーポレートガバナンス体制の中において、コンプライア
ンス・マニュアルを設け、以下を定めている。
　企業の役員、使用人が法令を遵守することは当然であり、社会の構成員としての企業人、
社会人として求められる倫理観・価値観に基づき誠実に行動することが求められる。日本
リーテックグループは、この観点から社会規範及び倫理並びに法令等厳守することにより、
公正かつ適切な経営の実現を図る。

・　日本リーテックグループ各社の取締役は、この実践のための経営の基本方針をはじめ企
業行動規範及び日本リーテックグループ各社の倫理方針に従い、日本リーテックグループ
全体における法令並びに企業倫理の遵守と浸透を図る。

・　当社はコンプライアンス責任者として担当取締役を任命し、日本リーテックグループと
してのコンプライアンス体制の整備並びに問題点の把握に努める。

②　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・　当社は使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、経営の基本

方針の他、コンプライアンス・マニュアル及び日本リーテックグループ各社の倫理方針を
含めた実践的運用と徹底を行うとともに、経営環境の変化や内外の定期的な情報収集等に
より整備・改善を行う体制を構築する。また、業務執行担当取締役に日本リーテックグル
ープ各社の使用人に対するコンプライアンス教育を行わせる。

・　日本リーテックグループの使用人は、日本リーテックグループ各社における重大な法令
違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合、所属会社又は当社に報
告する。コンプライアンス担当取締役は、当該報告された事実についての調査を指揮、監
督し、代表取締役と協議のうえ必要と認める場合は適切な対策を講じる。

・　日本リーテックグループにおける法令遵守上疑義ある行為等について、使用人が直接通
報できる手段を確保するとともに通報者に不利益がないことを確保する。

－ 16 －
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・　重要な通報については、その内容と会社の対処状況、結果について適切に日本リーテッ
クグループの取締役、使用人に開示し周知徹底する。

・　コンプライアンス担当取締役は、総務部を直轄する。総務部はコンプライアンス担当取
締役の指示により、日本リーテックグループのコンプライアンス体制維持並びに業務執行
状況の把握に努める。

③　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・　取締役は、その職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録含む）その他重要な情報を法

令及び社内規程に基づき適切に保存、管理する。
ａ．株主総会議事録、ｂ．取締役会議事録、ｃ．取締役が主催するその他重要会議の議事録、
ｄ．取締役を決定者とする決定書類及び附属書類、ｅ．その他取締役会が決定する書類

・　取締役及び監査役は、常時上記に示す文書等を閲覧できるものとする。

④　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・　当社の定めるコーポレートガバナンス体制におけるリスク管理体制を整備し、取締役会

は企業価値を高め企業活動の持続的発展を実現することを脅かすあらゆるリスクに対処す
る。

・　リスク管理体制整備のため、次の措置をとる。
ａ．リスク管理責任者として担当取締役を任命する。
ｂ．リスク管理担当取締役は、リスク管理体制に基づき日本リーテックグループ全体のリスク

管理体制の整備、浸透及び問題点の把握に努める。
ｃ．代表取締役を委員長とし、リスク管理担当取締役及び有事に関係する業務執行担当取締役、

その他必要な人員を構成とするリスク統括委員会を設置し、有事に際しては即時、適切かつ
迅速に対応する。

・　上記のほか、事業の継続を確保するため、以下のリスク体制を整備する。
ａ．事故、火災、自然災害等重大な損失を被るリスク
ｂ．取締役及び使用人の不適正な業務執行により重大な支障を生じるリスク
ｃ．基幹ＩＴシステムが正常に機能しないことにより重大な被害を被るリスク
ｄ．その他取締役会が極めて重大と判断するリスク

－ 17 －
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⑤　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・　代表取締役及びその他の業務執行担当取締役については、社内規程に基づき業務の執行

を行わせる。
・　特定の事業部門ごとに責任を持つ執行役員への権限委譲を行うため執行役員制度を導入

する。
・　取締役会機能を強化し、経営効率を向上させるため、代表取締役及びその他の業務執行

担当取締役、その他必要な人員により構成する経営会議を設ける。
・　代表取締役及びその他の業務執行担当取締役に委任された事項については、社内規程に

よる。なお、これらの規程は、法令の改廃があった場合及び職務執行の効率化が必要な場
合、随時見直しをする。

⑥　当該株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保す
　るための体制

・　当社は業務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための諸施策の他、日本リ
ーテックグループとしてのコンプライアンス・マニュアルを整備する。

・　日本リーテックグループ各社の取引は、法令、会計規則、税法他社会規範に照らし適正
なものでなければならない。

・　代表取締役及びコンプライアンス担当取締役は、日本リーテックグループ各社が適切な
内部統制システムの整備を行うよう指導する。この中には日本リーテックグループ各社の
取締役に対し、取締役職務の執行に係る事項の当社への報告、情報の保存及び管理に関す
る体制の整備について指導を行うことも含まれる。

・　当社監査部は、日本リーテックグループ各社における内部監査を実施し、日本リーテッ
クグループ全体に亘る内部統制の有効性と妥当性を確保する。監査の計画、実施状況、結
果はその重要度に応じ取締役会をはじめ経営会議に報告する。

・　日本リーテックグループ各社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及
び団体とは一切の関係を持たず、不当請求等には毅然とした態度で臨むものとする。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
　る事項

　監査役の職務を補助すべき使用人については、必要に応じて監査役の業務補助のための監
査役補助者を置くことができる。

－ 18 －

業務の適正を確保するための体制



2017/05/29 9:13:19 / 16267843_日本リーテック株式会社_招集通知（Ｃ）

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性並びに実効性に関する事項
　前号の補助者の独立性並びに実効性を確保するため、補助者は取締役の指揮命令に服さな
いものとし、人事異動、人事評価、懲戒処分は監査役会の承認を得なければならない。

⑨　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
・　代表取締役及び業務執行担当取締役は、経営状況及び担当業務の執行状況の他、経営会

議等重要な会議の内容について、定期的に監査役へ報告を行う。
・　代表取締役及び業務執行担当取締役は、以下に定める事項について遅滞なく監査役へ報

告を行う。
ａ．会社の信用を大きく低下させ、又はその恐れのある事項
ｂ．会社の業績に大きく影響を与え、又はその恐れのある事項
ｃ．安全、衛生、環境に関する重大な被害を与え、又はその恐れのある事項
ｄ．コンプライアンス・マニュアルに定める企業行動規範に反する行為で重大な事項
ｅ．その他日本リーテックグループ各社を含む上記ａからｄに準ずる事項

・　取締役及び使用人は、監査役が必要とする事項並びに日本リーテックグループ各社の業
務及び財産状況を調査する場合は的確に対応する。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・　監査役の過半数は社外監査役とし、対外透明性を確保する。
・　監査体制の実効性を高めるため、監査役の監査環境を整備する。また、その職務の執行

について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用
又は債務の処理等は速やかに行う。

・　監査役は代表取締役との定期的な意見交換を開催すると共に、監査部門との連携を図り、
適切な意思疎通及び効果的監査業務の遂行を図る。

・　監査役は、会計監査人から会計監査内容について説明を受けると共に情報交換を行うな
ど連携を図って行く。

⑪　信頼性のある財務報告を確保するための体制
・　財務報告の作成にあたっては、公正妥当な会計基準に準拠した経理規程を定める。
・　信頼性ある財務報告を確保するための内部統制システムの整備状況及び運用状況を経営

者自ら評価し、有価証券報告書内で内部統制報告書として結果報告を行うと共に、不備事
項については適時に改善を実施する。
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・　財務報告における内部統制の役割について社内通知徹底を図るため、定期的な研修の実
施を行う。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社は、業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づいて、体制の整備とその
適切な運用に努めております。当事業年度における当該体制の運用状況の概要は次のとおりと
なります。

【内部統制システムの運用状況の概要について】
①　コンプライアンスに関する取組み

　当社は、当社グループに従事する全従業員の行動指針として「日本リーテックグループコ
ンプライアンス・マニュアル」を制定しております。また階層別研修や各事業拠点の機関
会議等において、定期的にコンプライアンス教育を実施し、コンプライアンスに対する意
識の向上に努めております。

　また、コンプライアンス相談窓口として、当社グループ社員が直接通報できる内部ヘルプ
ラインと、顧問弁護士事務所を通じて通報できる外部ヘルプラインを設け、問題の早期発
見と改善措置に努めております。

②　取締役の業務執行の適正及び効率性の確保に関する取組み
　当事業年度、取締役会の監督機能を強化するため、社外取締役を１名増員いたしました。

なお、当社の取締役会は、取締役６名（うち社外取締役２名）で構成され、各業務執行取
締役から業務執行状況の報告が行われるとともに、重要事項の審議・決議を行っておりま
す。なお、社外取締役は、独立した立場から決議に加わると共に、経営の監視・監督を行
っております。

③　損失の危険の管理に関する取組み
　当社において発生が懸念されるリスクや事象を類型別にまとめ、毎年２回、経営会議をは

じめとする機関会議において周知徹底を行い、リスク発生の未然防止と適切な管理に努め
ております。
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④　当社グループにおける業務の適正の確保に関する取組み
　当社は、一定の事項について日本リーテックグループ各社に報告を求め、承認を行う体制

としている他、毎年２回、グループ各社の社長が出席する「グループ会社社長会」を開催
し、経営状況や業務執行状況等についての報告を受け、指導を行っております。

⑤　監査役への報告及び監査の実効性確保等に関する取組み
　当社の監査役は、取締役会に出席して経営の監査を行っております。また、常勤監査役に

ついては、経営会議等の重要会議に出席すると共に、取締役から業務執行の状況について
直接聴取を行い、業務執行の状況やコンプライアンスに関する問題点を日常業務レベルで
監視する体制を整備しており、経営監視機能の強化及び向上を図っております。

◎　本事業報告中に記載しております数字は、１株当たり当期純利益・１株当たり純資産額を除く金額及び株式
数については表示単位未満の端数を切り捨て、その他は四捨五入により表示しております。

－ 21 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）
科　目 金　額 科　目 金　額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流動資産

現金預金

受取手形・完成工事未収入金等

未成工事支出金

材料貯蔵品等

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物･構築物

機械、運搬具及び工具器具備品

土地

リース資産

建設仮勘定

無形固定資産
投資その他の資産

投資有価証券

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

40,083,145
10,187,655

28,081,209

460,934

284,223

734,250

336,123

　△1,251

27,698,663
13,612,524
4,742,973

360,374

7,707,786

730,564

70,825

164,114
13,922,023
13,457,179

107,694

372,655

　△15,505

流動負債 18,078,653
支払手形・工事未払金等 10,696,935
短期借入金 60,000
未払法人税等 1,555,642
未成工事受入金 357,329
完成工事補償引当金 95
賞与引当金 1,704,255
役員賞与引当金 54,615
その他 3,649,780

固定負債 7,021,550
リース債務 595,812
退職給付に係る負債 5,379,418
役員退職慰労引当金 104,916
その他 941,402

負債合計 25,100,204
（純　資　産　の　部）

株主資本 40,315,403
資本金 1,430,962
資本剰余金 3,205,423
利益剰余金 36,021,650
自己株式 △342,632

その他の包括利益累計額 2,366,200
その他有価証券評価差額金 2,370,621
退職給付に係る調整累計額 △4,420

純資産合計 42,681,604
資産合計 67,781,808 負債・純資産合計 67,781,808

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科　目 金　額

売上高
完成工事高 50,929,377
兼業事業売上高 3,271,941
不動産事業売上高 400,212 54,601,531

売上原価
完成工事原価 43,521,251
兼業事業売上原価 2,502,143
不動産事業売上原価 236,588 46,259,983

売上総利益
完成工事総利益 7,408,125
兼業事業総利益 769,797
不動産事業総利益 163,624 8,341,548

販売費及び一般管理費 3,789,816
営業利益 4,551,731
営業外収益

受取利息配当金 111,665
持分法投資利益 512,217
雑収入 104,956 728,838

営業外費用
支払利息 34,526
物品売却損 93,473
雑支出 17,428 145,428

経常利益 5,135,141
特別利益

固定資産売却益 883 883
特別損失

固定資産除売却損 42,925
減損損失 59,163
その他 4,261 106,349

税金等調整前当期純利益 5,029,675
法人税、住民税及び事業税 1,508,401
法人税等調整額 △56,552 1,451,848

当期純利益 3,577,827
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △7,164
親会社株主に帰属する当期純利益 3,584,991

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）

項　目
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,430,962 3,188,408 32,653,777 △342,522 36,930,624

当期変動額

剰余金の配当 △301,822 △301,822
親会社株主に帰属する
当期純利益 3,584,991 3,584,991
連結子会社株式の取得
による持分の増減 17,015 17,015

自己株式の取得 △109 △109

連結範囲の変動 84,704 84,704
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 17,015 3,367,873 △109 3,384,778

当期末残高 1,430,962 3,205,423 36,021,650 △342,632 40,315,403

項　目
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 2,286,766 △24,548 2,262,217 39,192,842

当期変動額

剰余金の配当 △301,822
親会社株主に帰属する
当期純利益 3,584,991
連結子会社株式の取得
による持分の増減 17,015

自己株式の取得 △109

連結範囲の変動 84,704
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 83,854 20,128 103,983 103,983

当期変動額合計 83,854 20,128 103,983 3,488,762

当期末残高 2,370,621 △4,420 2,366,200 42,681,604

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表
（連結計算書類作成のための基本となる重要事項）
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の数…７社
㈱保安サプライ、㈱シーディーサービス、㈱保工北海道
㈱保工東北、ＮＲ電車線テクノ㈱、交通安全施設㈱、ＮＲシェアードサービス㈱

前連結会計年度まで持分法を適用しない非連結子会社であった交通安全施設㈱は、重要性が増したため、
当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
また、当連結会計年度において、同社の普通株式を追加取得し、完全子会社化しております。

⑵　非連結子会社の名称等
ＮＲ信号システム㈱

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしておりません。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の数…２社

日本鉄道電気設計㈱、東日本電気エンジニアリング㈱
⑵　持分法を適用しない非連結子会社の名称等

ＮＲ信号システム㈱
　持分法を適用しない非連結子会社は、それぞれ連結純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）が連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり重要性がないため、持分法の適用範囲から除外してお
ります。

３．会計方針に関する事項
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの　　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法
未成工事支出金　　　　　　　　個別法による原価法
材料貯蔵品等　　　　　　　　　移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）
⑶　固定資産の減価償却方法

有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法、ただし平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く。）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法によっております。

無形固定資産　　　　　　　　　定額法
また、自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間５年に基
づく定額法によっております。

リース資産　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま

す。

－ 25 －
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⑷　引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　　　金銭債権の取立不能による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

完成工事補償引当金　　　　　　完成工事にかかる責任補修費用の支出に備えるため設定しており、完成
工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。

工事損失引当金　　　　　　　　受注工事の損失に備えるため、工事損失の発生が見込まれ、かつ、その
金額を合理的に見積もることができる工事について、その損失見積額を
計上することとしております。

賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に支給する賞与に備えるため、当連結会計年度に対応する支給見
込額を計上しております。

役員賞与引当金　　　　　　　　役員に支給する賞与に備えるため、当連結会計年度に対応する支給見込
額を計上しております。

役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

⑸　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①　完成工事高の計上基準　　　　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）を、そ
の他の工事については工事完成基準を適用しております。

②　退職給付に係る負債の計上基準　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年
度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除し
た額を計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用については、発生時に一括費用処理することとしておりま
す。

　　　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異については、発生時の翌連結会計年度に一括費用処理
しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度
末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によってお
ります。

③　消費税等の経理方式　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、発生した連結会計年度の期
間費用としております。

（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実
務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以降に取得した
建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
なお、当連結会計年度において、連結計算書類に与える影響額は軽微であります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 8,460,751千円
２．保証債務

従業員の住宅資金借入に対する債務保証 10,142千円
３．債権流動化による売掛債権譲渡高

受取手形・完成工事未収入金等 4,985,411千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記)
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発 行 済 株 式 数
普 通 株 式 25,617,717 － － 25,617,717
合 計 25,617,717 － － 25,617,717

自 己 株 式 数
普 通 株 式 465,832 101 － 465,933
合 計 465,832 101 － 465,933

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加101株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

平成28年６月28日
定時株主総会 普通株式 301,822 12.00 平成28年

３月31日
平成28年
６月29日

３．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

平成29年６月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 377,276 15.00 平成29年

３月31日
平成29年
６月29日

－ 27 －
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、銀行等金融機関からの借入により資
金を調達しております。
受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、工事毎及び取引先毎に営業担当部署が残高管理
を行い、主要な取引先の信用状況及び財務状況について定期的にモニタリングしております。また、投資有
価証券は主として株式であり定期的に時価や財務状況等を把握し経営者層に報告しております。
短期借入金の使途は主に短期的な運転資金であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日（当期の連結決算期）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（※） 時価（※） 差額

⑴ 現金預金 10,187,655 10,187,655 －

⑵ 受取手形・完成工事未収
入金等 28,081,209 28,081,209 －

⑶ 投資有価証券
その他有価証券 5,520,131 5,520,131 －

⑷ 支払手形・工事未払金等 (10,696,935) (10,696,935) －

⑸ 短期借入金 (60,000) (60,000) －

⑹ 未払法人税等 (1,555,642) (1,555,642) －

⑺ リース債務 (595,812) (587,074) 8,738
（※）負債に計上されているものについては、( )で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
⑴現金預金、⑷支払手形・工事未払金等、⑸短期借入金、並びに⑹未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

⑵受取手形・完成工事未収入金等、並びに⑺リース債務
これらの時価は、その将来キャッシュ・フローを、回収期日までの期間及び信用リスクを加味し
た利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑶投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　　　２．非上場株式（連結貸借対照表計上額7,937,048千円）は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ
ーを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため「⑶投資有価証券
その他有価証券」には含めておりません。
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（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）等を所有しております。
平成29年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は163,624千円の利益（賃貸収益は売上高
に、主な賃貸費用は売上原価に計上。）であります。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円）

3,510,720 6,131,845

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度末の時価は、主なものについては不動産鑑定士による「鑑定評価」によるもので

あり、その他の物件については、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指
標に基づいて自社で算定した金額であります。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 1,696円96銭
１株当たり当期純利益 142円53銭

（追加情報）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を
当連結会計年度から適用しております。
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貸　借　対　照　表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）
科　目 金　額 科　目 金　額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流動資産

現金預金
受取手形
完成工事未収入金
売掛金
未成工事支出金
材料貯蔵品
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物・構築物
機械・運搬具
工具器具・備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
その他
貸倒引当金

36,344,043
8,821,653

485,683
25,353,039

282,012
397,770
43,507

628,087
332,294

△5
20,164,625
13,159,640
4,578,543

113,321
105,232

7,588,923
702,794
70,825

150,668
138,600
12,067

6,854,316
4,853,220
1,670,468

346,133
△15,505

流動負債 16,668,803
支払手形 3,376,057
工事未払金 6,595,907
買掛金 214,088
未払金 828,728
未払費用 478,218
未払法人税等 1,332,464
未成工事受入金 349,885
完成工事補償引当金 95
賞与引当金 1,474,657
役員賞与引当金 33,150
その他 1,985,549

固定負債 6,646,538
リース債務 576,417
退職給付引当金 5,047,802
役員退職慰労引当金 78,585
その他 943,733

負債合計 23,315,342
（純　資　産　の　部）

株主資本 30,889,645
資本金 1,430,962
資本剰余金 3,188,408

資本準備金 649,201
その他資本剰余金 2,539,206

利益剰余金 26,612,907
利益準備金 220,240
その他利益剰余金 26,392,666

別途積立金 12,500,000
圧縮積立金 716,013
繰越利益剰余金 13,176,653

自己株式 △342,632
評価・換算差額等 2,303,681

その他有価証券評価差額金 2,303,681
純資産合計 33,193,327

資産合計 56,508,669 負債・純資産合計 56,508,669
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科　目 金　額

売上高
完成工事高  47,719,460
兼業事業売上高 722,292
不動産事業売上高 431,448 48,873,201

売上原価
完成工事原価  40,995,981
兼業事業売上原価  619,474
不動産事業売上原価  270,237 41,885,692

売上総利益
完成工事総利益  6,723,479
兼業事業総利益  102,817
不動産事業総利益  161,211 　6,987,508

販売費及び一般管理費 3,085,603
営業利益 3,901,904
営業外収益

受取利息配当金 117,499
雑収入 108,425 　225,925

営業外費用
支払利息 32,834
物品売却損 93,737
雑支出 15,145 141,718

経常利益 3,986,112
特別利益

固定資産売却益 1,137 1,137
特別損失

固定資産除売却損 42,835
減損損失 59,163
その他 3,744 105,742

税引前当期純利益 3,881,507
法人税、住民税及び事業税 1,269,000
法人税等調整額 △44,911 1,224,088

当期純利益 2,657,419
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
(平成28年 4 月 1 日から
平成29年 3 月31日まで)

（単位：千円）

項　目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 圧縮積立金 固定資産圧縮

特別勘定積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 1,430,962 649,201 2,539,206 3,188,408 220,240 11,500,000 670,847 54,002 11,812,220 24,257,310
当期変動額

剰余金の配当 △301,822 △301,822
当期純利益 2,657,419 2,657,419
別途積立金の積立 1,000,000 △1,000,000
圧縮積立金の積立 52,489 △52,489
圧縮積立金の取崩 △7,323 7,323
固定資産圧縮特別
勘定積立金の取崩 △54,002 54,002

自己株式の取得
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 1,000,000 45,165 △54,002 1,364,433 2,355,596
当期末残高 1,430,962 649,201 2,539,206 3,188,408 220,240 12,500,000 716,013 － 13,176,653 26,612,907

項　目
株主資本 評価・換算

差額等 純資産
合計自己株式 株主資本

合計
その他

有価証券
評価差額金

当期首残高 △342,522 28,534,158 2,219,295 30,753,453
当期変動額

剰余金の配当 △301,822 △301,822
当期純利益 2,657,419 2,657,419
別途積立金の積立
圧縮積立金の積立
圧縮積立金の取崩
固定資産圧縮特別
勘定積立金の取崩
自己株式の取得 △109 △109 △109
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 84,386 84,386

当期変動額合計 △109 2,355,486 84,386 2,439,873
当期末残高 △342,632 30,889,645 2,303,681 33,193,327

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針）
１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金　　　　　　　個別法による原価法
材料貯蔵品　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）
３．固定資産の減価償却方法

有形固定資産
（リース資産を除く）

定率法、ただし平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く。）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法によっております。

無形固定資産　　　　　　　　定額法
また、自社利用のソフトウェアは、社内における利用可能期間５年に基づ
く定額法によっております。

リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

４．引当金の計上基準
貸倒引当金　　　　　　　　　金銭債権の取立不能による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

完成工事補償引当金　　　　　完成工事にかかる責任補修費用の支出に備えるため設定しており、完成工
事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。

工事損失引当金　　　　　　　受注工事の損失に備えるため、工事損失の発生が見込まれ、かつ、その金
額を合理的に見積もることができる工事について、その損失見積額を計上
することとしております。

賞与引当金　　　　　　　　　従業員に支給する賞与に備えるため、当期に対応する支給見込額を計上し
ております。

役員賞与引当金　　　　　　　役員に支給する賞与に備えるため、当期に対応する支給見込額を計上して
おります。

退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しております。
過去勤務費用については、発生時に一括費用処理することとしております。
数理計算上の差異については、発生時の翌期に一括費用処理しております。
なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

－ 33 －
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役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。

５．完成工事高の計上基準　　　　　当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については
工事進行基準(工事の進捗率の見積は原価比例法)を、その他の工事につい
ては工事完成基準を適用しております。

６．退職給付に係る会計処理の方法　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書
類における会計処理の方法と異なっております。

７．消費税等の経理方式　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、発生した事業年度の期間費用
としております。

（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務
対応報告第32号　平成28年６月17日）を当期に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
なお、当期において、計算書類に与える影響額は軽微であります。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 5,936,305千円
２．保証債務

従業員の住宅資金借入に対する債務保証 10,142千円
３．関係会社に対する金銭債権・債務

金銭債権 17,765,443千円
金銭債務 519,667千円

４．債権流動化による売掛債権譲渡高
完成工事未収入金 4,985,411千円

（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高

売上高 28,903,822千円
仕入高 3,187,168千円
営業取引以外の取引 70,144千円

－ 34 －
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首の
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末の
株式数（株）

自 己 株 式
普 通 株 式 465,832 101 － 465,933
合 計 465,832 101 － 465,933

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加101株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：千円）
繰延税金資産
（流動資産）

賞与引当金 455,669
未払事業税 74,977
賞与社会保険料 70,666
その他 26,774
繰延税金資産（流動）計 628,087

（固定資産）
退職給付引当金 1,545,806
役員退職慰労引当金 24,047
土地評価損 302,945
減損損失 18,651
その他 57,273
繰延税金資産（固定）小計 1,948,723
評価性引当額 △368,981
繰延税金資産（固定）計 1,579,741
繰延税金資産合計 2,207,829

繰延税金負債
（固定負債）

土地評価益 △462,834
投資有価証券評価益 △121,544
圧縮積立金 △561,754
その他有価証券評価差額金 △1,015,744
その他 △1,120
繰延税金負債（固定）計 △2,162,997
繰延税金負債合計 △2,162,997

繰延税金資産の純額 44,831

－ 35 －
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（関連当事者との取引に関する注記）
（単位：千円）

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

（％）
関連当事者と

の関係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

その他
の関係
会 社

東日本旅客鉄道
株式会社

所有
直接 0.0
被所有
直接 17.3

電気設備工事
の施工

電気工事の
請負 28,717,431 完成工事未

収入金 17,674,422

その他の
関係会社
の子会社

ｼﾞｪｲｱｰﾙ東日本
ﾚﾝﾀﾘｰｽ株式会社

所有
直接 なし
被所有
直接 なし

電気設備工事用
車両のリース

軌陸車等の
リース料の
支払

238,127
リース債務
(１年内を
含む)

752,236

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　一般取引と同様であります。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 1,319円72銭
１株当たり当期純利益 105円66銭

（追加情報）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を
当期から適用しております。

－ 36 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成　29　年　５　月　９　日

日本リーテック株式会社
取　締　役　会　御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 安 藤 　 見 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 金 井 睦 美 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本リーテック株式会社の平成28年４月１日から平
成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証
を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作
成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、日本リーテック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成　29　年　５　月　９　日

日本リーテック株式会社
取　締　役　会　御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 安 藤 　 見 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 金 井 睦 美 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本リーテック株式会社の平成28年４月１日
から平成29年３月31日までの第８期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 38 －
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監査役会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの日本リーテック株式会社第８期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　⑴日本リーテック株式会社の監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状
　　況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
　　を受け、必要に応じて説明を求めました。
　⑵各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
　　監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下
　　の方法で監査を実施しました。
　　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
　　　け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な事業所において業務及び
　　　財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等との意思疎
　　　通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
　　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　　その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会
　　　社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決
　　　議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及
　　　び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明しました。
　　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
　　　会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
　　　計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
　　　号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
　　　て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年
　　　度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
　　　及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
　　　株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 39 －

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果

　　① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
　　　 す。
　　② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ
　　　 ん。
　　③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
　　　 ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
　　　 ん。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶ 連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年５月９日
日本リーテック株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 平 井 　 憲 司 ㊞
監 査 役
（社外監査役） 田 中 　 　 稔 ㊞
監 査 役
（社外監査役） 岡 田 　 正 意 ㊞

以　上

－ 40 －
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題と位置付けており、経営体質の強化ならびに
将来の事業展開に備えるための内部留保を確保しつつ、配当性向にも配慮しながら安定的な配当を
継続していくことを基本方針といたしております。
　つきましては、期末配当を含む剰余金の処分を以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項
①　配当財産の種類

　金銭といたします。
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当期の期末配当金につきましては、当期の業績や財政状態、今後の事業展開等を総合的に勘
案いたしまして、当社普通株式１株につき普通配当15円00銭といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は377,276,760円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　平成29年６月29日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項
①　減少する剰余金の項目とその額

　繰越利益剰余金 1,000,000,000円
②　増加する剰余金の項目とその額

　別途積立金 1,000,000,000円

－ 41 －

剰余金処分議案



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/05/29 9:13:19 / 16267843_日本リーテック株式会社_招集通知（Ｃ）

第２号議案　取締役７名選任の件
　本総会終結の時をもって、取締役全員（６名）が任期満了となります。平成28年６月28日開催
の第７期定時株主総会におきましては、取締役６名を選任いただきましたが、取締役会の監督機能
を強化するため１名増員し、改めて取締役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

１

た

田
な べ

邊
しょう

昭
じ

治

（昭和29年１月26日）

平成14年６月 東日本旅客鉄道株式会社 東京支社電気部長

26,600株

平成17年６月 同社 東京電気工事事務所長
平成21年６月 同社 執行役員大宮支社長
平成24年６月 当社入社 顧問
平成24年６月 東日本電気ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社 社外取締役
平成24年６月 当社 代表取締役専務鉄道本部長、安全推進部

担当
平成24年６月 大同信号株式会社 社外監査役
平成25年６月 株式会社ＴＣﾊﾟﾜｰﾗｲﾝ 社外取締役
平成25年６月 当社 代表取締役社長（現任）

取締役候補者とした理由
　同氏は、鉄道に関する技術、安全等に対する豊富な知識・経験を有するとともに、当社の業務全
般を熟知しております。また、平成24年から代表取締役専務、平成25年から代表取締役社長を務
め、当社の企業価値向上に貢献しており、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待
できるため、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 42 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

２

み や

宮
べ

部
か ね

金
ひ こ

彦

（昭和31年10月26日）

昭和54年４月 保安工業株式会社 入社

4,000株
平成16年９月 同社 営業統括部担当部長
平成21年４月 当社 北海道支店長
平成26年６月 当社 執行役員道路設備本部副本部長
平成28年６月 当社 執行役員経営企画部長（現任）

取締役候補者とした理由
　同氏は、入社以来、道路設備部門や経営企画部門に従事し、工事施工と経営管理の両側面におけ
る豊富な知識・経験を有しております。また、平成26年からは執行役員に就任し、当社の企業価値
向上に貢献しており、実績や人格、能力等を勘案し、取締役候補者といたしました。

候 補 者
番 号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

３

さ わ

澤
む ら

村
ま さ

正
あ き

彰

（昭和38年９月21日）

昭和61年４月 株式会社富士銀行 入行

200株

平成14年４月 株式会社みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行 業務企画部参事役
平成22年４月 みずほ情報総研株式会社 執行役員人事部部長
平成26年７月 同社より当社へ出向 経営企画本部副本部長
平成27年６月 当社入社 執行役員鉄道本部中央支店副支店長
平成28年７月 当社 執行役員財務部長、人事部担当（現任）

取締役候補者とした理由
　同氏は、前職及び当社において財務部門、人事部門、経営企画部門といった経営管理の要職に就
いており、豊富な知識・経験を有しております。また、平成27年からは執行役員に就任し、当社の
企業価値向上に貢献しており、実績や人格、能力等を勘案し、取締役候補者といたしました。

－ 43 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

４

お お

大
も り

森
い く

郁
お

雄

（昭和33年２月13日）

昭和55年４月 日本国有鉄道 入社

1,000株
昭和62年４月 東日本旅客鉄道株式会社 入社
平成24年11月 同社 東京支社 監査室長
平成27年７月 同社より当社へ出向 経営管理本部総務部長
平成28年７月 当社 執行役員総務部長、監査部担当（現任）

取締役候補者とした理由
　同氏は、前職及び当社において総務部門、監査部門といった経営管理の要職に就いており、豊富
な知識・経験と、鉄道に関する幅広い見識を有しております。また、平成28年からは執行役員に就
任し、当社の企業価値向上に貢献しており、実績や人格、能力等を勘案し、取締役候補者といたし
ました。

候 補 者
番 号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

５

さ

佐
と う

藤
た か

隆
ひ ろ

弘

（昭和42年６月４日）

平成２年４月 東日本旅客鉄道株式会社 入社

－
平成21年４月 同社 新潟支社 設備部信号通信課 課長
平成22年６月 同社 大宮支社 設備部 担当部長
平成25年５月 同社 東京電気ｼｽﾃﾑ開発工事事務所 次長

（現任）
取締役候補者とした理由
　同氏は、鉄道に関する技術、安全等に対する豊富な知識・経験を有しており、当社の主要事業で
ある鉄道電気設備部門の牽引に貢献していただけると判断しております。同時に当社の中長期的
な企業価値向上を図り、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期待できるため、取締
役候補者といたしました。

－ 44 －

取締役選任議案
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候 補 者
番 号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

６

き た

北
は ら

原
ゆ う

雄
じ

二

（昭和28年10月４日）

昭和53年４月 検事任官

－
昭和60年４月 弁護士登録
平成２年３月 栄和法律事務所開設（現任）
平成22年６月 当社 社外監査役
平成28年６月 当社 社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由
　同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で、会社の経営に関与された経験はありません
が、弁護士として企業法務をはじめとした豊富な知識・経験等を有しており、当社の社外監査役経
験者として監査経験も豊富であることから、取締役会の意思決定機能や監督機能の実効性強化が期
待できるため、引き続き社外取締役候補者といたしました。

候 補 者
番 号

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

７

い け

池
だ

田
あ き

章
ひ ろ

弘

（昭和42年10月12日）

平成２年４月 東日本旅客鉄道株式会社 入社

－平成23年12月 同社 仙台支社 設備部 担当部長
平成26年６月 同社 東京電気ｼｽﾃﾑ開発工事事務所 次長
平成28年６月 同社 鉄道事業本部電気ﾈｯﾄﾜｰｸ部 次長（現任）

社外取締役候補者とした理由
　同氏は、会社役員として会社の経営に関与した経験はありませんが、鉄道に関する技術、安全等
に対する豊富な知識・経験を有しており、社外の客観的・専門的な視野から、当社の経営への的確
な助言と業務執行に対する適切な監督を期待できることから、社外取締役候補者といたしました。
なお、同氏は、主要な取引先である東日本旅客鉄道株式会社から給与等の支払いを受けており、同
社の鉄道事業本部電気ネットワーク部次長（業務執行者）であります。

（注）１．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．宮部金彦氏、澤村正彰氏、大森郁雄氏、佐藤隆弘氏、池田章弘氏は新任の取締役候補者であります。
３．北原雄二氏及び池田章弘氏は社外取締役候補者であります。
４．北原雄二氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の

時をもって１年となります。

－ 45 －

取締役選任議案
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５．当社と北原雄二氏との間では、現在、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425
条第１項が定める額としております。なお、北原雄二氏が原案どおり選任された場合、現在締結中の
責任限定契約を改めて締結する予定であります。また、池田章弘氏につきましても、原案どおり選任
された場合には、同様の責任限定契約を締結する予定であります。

６．当社は、北原雄二氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届
け出ております。北原雄二氏が原案どおり選任された場合、当社は引き続き同氏を独立役員とする予
定であります。

－ 46 －

取締役選任議案
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第３号議案　監査役１名選任の件
　本総会終結の時をもって、監査役田中稔氏が辞任されますので、その補欠として監査役１名の選
任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

氏　　　　名
（生年月日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る 当 社

の 株 式 数
え ん

遠
ど う

藤
し げ

茂
き

樹

（昭和27年８月11日）

昭和51年４月 住友電気工業株式会社 入社

－
平成17年９月 同社 光通信事業部長
平成24年４月 清原住電株式会社 代表取締役社長
平成28年７月 同社 顧問（現任）

社外監査役候補者とした理由
　同氏は、会社役員としてこれまで培われた豊富な経験と幅広い見識を有しており、社外の客観的・専門的な
視野による助言や指導をもって、当社の監査機能に活かしていただき、監査体制のより一層の強化、充実を図
るため、社外監査役候補者といたしました。

（注）１．監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．遠藤茂樹氏は新任の監査役候補者であります。
３．遠藤茂樹氏は監査役田中稔氏の補欠として選任されることとなりますので、その任期は当社定款の定

めに従い、前任者の残任期間となります。
４．遠藤茂樹氏は社外監査役候補者であります。
５．遠藤茂樹氏が原案どおり選任された場合、当社は同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結する予定であります。

６．遠藤茂樹氏は株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、遠藤茂樹氏が
原案どおり選任された場合には、当社は同氏を独立役員として指定する予定であります。

－ 47 －

監査役選任議案
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第４号議案　退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件
　本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任される沼崎良平氏、寺村明夫氏、佐藤勲氏、
斉藤晋氏の４氏、また本総会終結の時をもって監査役を辞任される田中稔氏に対し、在任中の労に
報いるため、当社における一定の基準による相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、そ
の具体的金額、贈呈の時期及び方法等につきましては、取締役は取締役会に、監査役は監査役の協
議にご一任願いたいと存じます。
　退任取締役及び退任監査役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

ぬ ま

沼
ざ き

崎
りょう

良
へ い

平
平成
平成
平成

17
21
22

年
年
年

６
４
６

月
月
月

保安工業株式会社　取締役
当社　取締役
当社　常務取締役（現任）

て ら

寺
む ら

村
あ き

明
お

夫
平成
平成

23
24

年
年

６
６

月
月

当社　取締役
当社　常務取締役（現任）

さ

佐
と う

藤
 

　
いさお

勲 平成27年６月 当社　取締役（現任）

さ い

斉
と う

藤
 

　
すすむ

晋 平成26年６月 当社　社外取締役（現任）

た

田
な か

中
 

　
みのる

稔 平成25年６月 当社　社外監査役（現任）

　以　上

－ 48 －

役員退職慰労金贈呈議案
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第８期定時株主総会会場のご案内
会　　場　東京都千代田区神田須田町一丁目25番

ＪＲ神田万世橋ビル４階　ステーションコンファレンス万世橋（電話　03-6859-8200）
（会場が前回と異なっておりますので、お間違えのないようご注意ください。）

交　　通　【ＪＲ】
　秋葉原駅 電気街口徒歩４分　　　　　　　：　神田駅 北口徒歩６分
　御茶ノ水駅 聖橋口徒歩７分

【東京メトロ】
　銀座線神田駅 ６番出口徒歩２分　　　　　：　丸ノ内線淡路町駅 Ａ３出口徒歩３分
　千代田線新御茶ノ水駅 Ｂ２出口徒歩６分　：　日比谷線秋葉原駅 ３番出口徒歩７分

【都営地下鉄】
　新宿線小川町駅 Ａ３出口徒歩３分

【つくばエクスプレス】
　秋葉原駅 Ａ１出口徒歩５分

（会場付近略図）
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




